

・本文書はあくまで参考例です。各社の実情に応じ、規程を作成してください。
・　　　　　　　　部分及び黄色マーカー部分は規程を作成するにあたっての説明文です。お読みいただいたうえで　　　　　　　　部分及び黄色マーカー部分を削除して、規程を作成してください。
・下線部分は、各社の実情等に応じて主に変更いただく箇所です。ご検討のうえ、適宜修正いただき、下線を削除して、規程を作成してください（それ以外の部分も変更可能です）

· 　　　　　　　

奨学金返還支援制度規程（例）

株式会社〇〇〇〇
（目的）
第１条 この規程は、奨学金返還支援制度について定めたものである。

（奨学金返還支援制度）

[bookmark: _Hlk162260550]　支援方法を①「代理返還型」、②手当等支給型と代理返還型の「併用」のいずれか、導入する内容に応じた記載にしてください。(適したものを選び、その他は削除してください。)

＜①代理返還型の制度のみを導入する場合＞　　
第２条 奨学金返還支援制度（以下「支援制度」という。）とは、自身の奨学金を現に返還している従業員に対して、会社が返還額を奨学金の債権者に直接返還（以下「代理返還」という。）することにより支援する制度のことをいう。

＜②手当等支給型及び代理返還型の制度を併用して導入する場合＞　　
第２条 奨学金返還支援制度（以下「支援制度」という。）とは、自身の奨学金を現に返還している従業員に対して、会社が返還額を補助するために、奨学金返還支援手当（以下「手当」という。）として支給する又は会社が返還額を奨学金の債権者に直接返還（以下「代理返還」という。）することにより支援する制度のことをいう。


（支援制度の対象者）
第３条 支援制度の対象者は、次のいずれにも該当する者（以下「支援対象者」という。）とする。
（１）会社の業務に従事する正社員・契約社員・派遣社員・パート・アルバイトであること。
（２）現に奨学金を返還している者であること。
（３）第４条の書類を提出した者であること。
支援制度の対象者をさらに限定する場合は、以下の文例を参考に、項目を追記してください。
・入社後、○年以上経過した者であること。
・入社後、○年以内の者であること。
・年齢は、○歳以下の者であること。
・パート・アルバイトは雇用保険被保険者であること。　等


（書類の提出）
第４条 支援制度の適用を受けようとする従業員は、奨学金等の借入総額、借入残高及び返還計画がわかる書類を会社が指定する日までに提出しなければならない。
２ 支援対象者は、毎年、会社が指定する日に奨学金等を返還していることを証明する書類を提出し　
　　なければならない。 
３ 支援対象者は、返還計画等の変更があった場合には、速やかに会社に申し出なければならない。


＜代理返還型の制度のみを導入する場合＞
（奨学金の返還を企業から行うため、返還していることの証明書類の毎年の提出は不要です。）
第４条 支援制度の適用を受けようとする従業員は、奨学金等の借入総額、借入残高及び返還計画がわかる書類を会社が指定する日までに提出しなければならない。
２ 支援対象者は、返還計画等の変更があった場合には、速やかに会社に申し出なければならない。



（奨学金）

対象とする奨学金の内容に応じた記載にしてください。(適したものを選び、その他は削除してください。)

＜日本学生支援機構を含む高等学校及び大学等の奨学金を対象とする場合＞
　　第５条 本規程に定める奨学金とは、高等学校、高等専門学校、短期大学、大学、大学院、専修
学校の入学又は修学を支援するために貸与する奨学金をいう。

＜日本学生支援機構のみを対象とする場合＞
　第５条 本規程に定める奨学金とは、独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金をいう。






（奨学金返還支援額）

対象とする奨学金の内容に応じた記載にしてください。(適したものを選び、その他は削除してください。)

＜①代理返還型の制度のみを導入する場合＞
　　第６条　会社は、支援対象者の奨学金返還を支援するため、返還額の一部を代理返還する。
２　支援額は、月額○○，○○○円とする。ただし、本人の奨学金返還月額を超えての支援は行わないものとする。
全額を支援する場合は、第1項の「一部」を「全部」に変更し、第2項を削除してください。
　　３　欠勤、休業、休職中などの勤務していない日、期間についても全額支援する。
　　４　代理返還は、原則毎月行うものとする。

＜②手当等支給型及び代理返還型の制度を併用して導入する場合＞
　　第６条　会社は、支援対象者の奨学金返還を支援するため、返還額の一部を手当として支給又は代理返還する。
　　２　支援額は、月額○○，○○○円とする。　ただし、本人の奨学金返還月額を超えての支援は行わないものとする。
全額を支援する場合は、第1項の「一部」を「全部」に変更し、第2項を削除してください。　　　
　　３　欠勤、休業、休職中などの勤務していない日、期間についても全額支援する。
　　４　手当の支給又は代理返還は、原則毎月行うものとする。








[image: QR コード

AI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。]【注意事項】
日本学生支援機構の代理返還で、支援する金額が従業員の毎月返還すべき金額（割賦金）に満たない場合

【口座振替の場合】
・口座振替による場合、割賦金に満たない額でも支援は可能です。割賦金と支援金額の差分は、
当該月に従業員の口座より引き落とされます。
【払込取扱票の場合】
・払込取扱票による場合、割賦金に満たない額の支援はできません。


（日本学生支援機構ホームページ「企業の奨学金返還支援（代理返還）に関するＱ＆Ａ」より抜粋）
Ｑ24 割賦額の一部を支援（毎月1万円の割賦額について毎月5千円を企業等から送金する等）することは
できるか。
[bookmark: _Hlk161935504]Ａ２４ 現時点においては、債権管理上、割賦額未満での支援についてはお断りしております。企業等が割賦額未満の金額で支援を行った後、残高不足等により本人からの引き落としができない場合には、延滞の原因となるためです。
　　　なお、口座振替により支援（送金）を行う場合は、割賦金未満での支援も可能です。
※現状、割賦額1万円の対象者に毎月5千円の支援を希望する場合は、「2か月に一度1万円を支援する」等、1回当たりの入金額が割賦額以上となる方法による支援をお願いしております。

【日本学生支援機構ホームページ「企業の奨学金返還支援（代理返還）に関するＱ＆Ａ」】


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/kigyoshien/index.html　



（支援期間等）
第７条 返還支援は、支援制度適用の申請のあった日の属する賃金計算期間に対応する月から開始し、奨学金の返還が終了するまで行うものとする。支援期間を年数で定める場合は、以下を参考に、第1項を変更してください。
・返還支援は、支援制度適用の申請のあった日の属する賃金計算期間に対応する月から開始し、○年間行うものとする。


２　第１項の規定にかかわらず、奨学金の返還期間中に支援対象者が退職した場合は、退職日の属する賃金計算期間に対応する月を最終の支援とする。

（規程の改廃）
第８条 この規程を変更する場合は、事前に従業員に対し通知する。

附則
（施行期日）この規程は、令和○年○月○日から施行する。　施行日は必ず記載してください。
2
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【制度概要】 


Ｑ１ 企業等の奨学金返還支援とはどのような制度で、どのようなメリットがあるのか。 


Ａ１ 本制度は、本機構の貸与奨学金（第一種奨学金・第二種奨学金）を受けていた従業員


に対し、企業等が返還残額の一部又は全額を支援する制度です。本制度の支援（入金）


方法は、企業等から直接本機構に送金していただきます。 


  【従業員にとってのメリット】 


・企業等に奨学金の返還を支援してもらうことで経済的負担が軽減されます。 


・支援を受けた額の所得税が非課税となり得ます。また、支援を受けた額は原則とし


て標準報酬月額の算定の基となる報酬に含めません。 


 


【企業等にとってのメリット】 


・若手人材へのアプローチや「人材の定着」で離職率が低減することで、人材の確保


が期待できます。 


・学資に充てる費用となるため、損金算入ができ、かつ「賃上げ促進税制」の対象と


なり得ます。 


 


Ｑ２ 支援対象者の所得税が非課税になり得るとあるが、非課税にならない場合はどのよ


うな場合か。 


Ａ２ 国税庁によれば、役員の学資に充てるため支給する費用等は非課税対象とならない


とされておりますが、本機構も全ての事例を把握しているわけではございませんので、


詳細は、国税庁のホームページ「学資に充てるための費用を支出したとき」をご覧いた


だくか、国税庁に直接ご確認ください。 


 


Ｑ３ 損金算入の計算方法等について、詳細を知りたい。 


Ａ３ 本機構も詳細を把握しているわけではございませんので、国税庁や税務署等に直接


ご確認ください。 


 


Ｑ４ 社会保険料以外の保険料の算定には含まれるのか。 


Ａ４ 本機構も詳細を把握しているわけではございませんので、国税庁や税務署、厚生労働


省等に直接ご確認ください。 
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Ｑ５ 給与計算等の経理処理はどのように行えばよいか。 


Ａ５ 経理処理の方法は各企業等にお任せしております。 


そのため、他の企業等がどのような処理を行っているか、本機構では把握しておりま


せん。 


 


Ｑ６ 企業等の行っている代理返還について、機構のホームページに掲載してほしいが、ど


うしたらよいか。 


Ａ６ 本機構ホームページに登載しております利用企業等専用ページにログインいただき、


「ホームページ掲載について」より掲載依頼することができます。 


   なお、当該ページはＩＤ及びパスワードがないとログインできません。ＩＤ及びパス


ワードについては、お電話またはＦＡＸにて本制度の利用申請を行っていただいた後、


２週間以内を目途に、郵送にてお知らせいたします。  


 


Ｑ７ 企業等から直接機構に支援する方法は。 


Ａ７ 企業等から本機構への送金は、「口座振替」又は「払込取扱票」のいずれかの方法と


なります。 


（口座振替による返還支援） 


  企業等の指定する口座より支援額を振替ます。 


① 本機構が指定するフォームより振替口座の登録を行い、預金口座振替依頼書を本


機構に提出する。 


   ② 本機構が提供する「企業等の返還支援（代理返還）システム（以下、スカラＫＩ（ｹ


ｰｱｲ）」より企業等情報及び支援対象者情報（※）を登録する。 


     ※ 返還支援対象者の氏名、奨学生番号、支援期間、支援額等を入力 


   ③ 振替日（毎月６日）に、登録された口座より支援額が引き落とされる。 


   ※1件（債権）あたりの手数料 135円（うち消費税額 12円（適用税率 10％）も引き落とされます。 


（企業等負担） 


※6日が土日祝であった場合には、翌営業日が振替日となります。 


 


（払込取扱票による返還支援） 


  スカラＫＩを利用して払込取扱票にて支援額を送金いただきます。 


   ① 企業等は、スカラＫＩより企業等情報、支援対象者情報（※）を登録し、払込取扱


票の送付を依頼する。 


     ※返還支援対象者の氏名、奨学生番号、支援額等を入力 
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   ② 本機構は、企業等からの依頼内容に基づき、支援額を記載した「払込取扱票」を送 


    付する。 


   ③ 企業等は、本機構から送付された「払込取扱票」で支援額を本機構に送金する。 


     ※ゆうちょ銀行で送金する場合は 1件（債権）あたりの手数料 30円、コンビニエンスストアの


場合は、所定の手数料がかかります。（企業等負担） 


 


Ｑ８ 返還支援を希望する場合、どこに連絡すればよいか。 


Ａ８ 奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


支援内容を確認させていただき、後日、以下の番号をお送りします。申込受付から書類


の発送まで最長で 2週間程度かかりますので、余裕をもってご連絡ください。 


① 利用企業等専用ページ（会員ページ）のＩＤ・パスワード（※１） 


② 企業等補助番号（補助コード）（※２） 


③ 認識番号（ＩＤ・パスワード）（※３） 


※１ 利用企業等専用ページにログインするための番号です。 


※２ 口座振替を希望する企業等が、振替口座を登録する際に、必要となる番号です。 


※３ 払込取扱票による送金を希望される企業等は、「企業等による奨学金返還支援システム（スカラＫＩ）」を利用 


いただきますが、ログインする際に必要となる番号です。 
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【口座振替による支援方法】 


Ｑ９ 口座振替による支援（送金）を希望する。手続はどうすればいいか。 


Ａ９ 口座振替による支援（送金）をする場合、「振替られる口座情報」、「企業等の情報」、


「支援対象者や支援額等の支援情報」の登録が必須です。 


本機構ホームページに登載している利用企業等専用ページにログインし、「口座振


替申込みについて」および「企業等情報・支援情報の登録について（スカラＫＩ）」


より手続してください。 


    なお、手続の方法等については、それぞれマニュアルを掲載していますので、登録


（手続）前に必ずご確認ください。 


   ※利用企業等専用ページはＩＤ及びパスワードがないとログインできません。ＩＤ及びパスワー


ドについては、お電話またはＦＡＸにて本制度の利用申請を行っていただいた後、２週間以内を


目途に、郵送にてお知らせいたします。 


 


Ｑ１０ 企業等補助番号とは何か。 


Ａ１０ 振替口座を登録する際に必要となる８桁の数字です。 


  口座振替申込みの際に、補助コードを入力しなければなりませんが、この企業等


補助番号を入力いただきます。（入力の際は、口座振替申込マニュアル 7 ページを確認し


てください。） 


 


Ｑ１１ 企業等情報・支援情報の登録の内容を誤って入力したが、どうしたらよいか。 


Ａ１１ スカラＫＩの「基金・企業情報確認・変更」もしくは「口座振替登録・訂正」よ


り訂正を行ってください。 


※不明な点は以下連絡先に照会してください。 


   (連絡先)  


独立行政法人日本学生支援機構  


奨学事業戦略部奨学事業総務課  


TEL：03-6743-6029 
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Ｑ１２ 支援する金額が従業員の毎月返還すべき金額（割賦金）に満たない場合、口座振


替による支援はできないのか。 


Ａ１２ 支援する金額が従業員の毎月返還すべき金額（割賦金）に満たない場合も、口座


振替による支援は可能です。 


   その場合、割賦金と支援額の差分は、当該月に従業員の口座より引き落とされます。 


 


Ｑ１３ 口座情報を登録すれば、口座加入は完了となるのか。 


 


Ａ１３ 口座情報を登録しても、「預金口座振替依頼書」の提出がなければ、口座加入完了


とはなりません。口座情報登録後、「預金口座振替依頼書」を印刷し、本機構に必ず


提出してください。 


    なお、提出いただいた預金口座振替依頼書は、本機構から収納代行会社を通じて


ご指定の金融機関へ送付し、当該金融機関の審査を経て口座登録完了となります。


審査の結果、預金口座振替依頼書に不備等があった場合は、本機構より依頼書を返


送いたします。 


 


Ｑ１４  「預金口座振替依頼書」を印刷したら、口座名義人欄が空白だった。どこまで自


署をする必要があるのか。 


 


Ａ１４ 原則、法人の場合は、社名、代表者、役名、氏名を省略せずに記入してください


(フリガナについても、記入してください)。 


なお、不備の内容（情報）は、金融機関ごとに異なるため、口座名義人欄にご記入


いただく情報等については、本機構に提出する前に必ずご指定の金融機関にご確認


ください。 


    また、お届け印及び捨印の押捺の要否についても、同様にご指定の金融機関にご確


認ください。 


※ご指定いただいた金融機関で口座情報を確認し、不備があった場合、預金口座振替依頼書は返


送させていただきます。その場合、希望する振替開始月の翌月以降から振替開始となる場合が


あります。 


なお、登録いただいた口座情報について、本制度を利用される以前より本機構が委託している 


収納代行会社（三井住友カード株式会社）の自動引き落としサービスを利用されている場合は、 


不備により預金口座振替依頼書が返送されていても、振替られる場合があります。 
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Ｑ１５ 預金口座振替依頼書を提出すれば、口座の登録は完了するのか。 


 


Ａ１５ 提出いただいた預金口座振替依頼書は、本機構から収納代行会社を通じてご指定


の金融機関へ送付し、当該金融機関の審査を経て口座登録完了となります。審査の


結果、預金口座振替依頼書に不備等があった場合は、本機構より依頼書を返送いた


します。 


    その場合は、不備内容をご確認いただき、再度「口座振替登録フォーム」より口


座情報を登録いただいたうえ、改めて預金口座振替依頼書を本機構宛にお送りいた


だきますようお願いいたします。 


 


 


Ｑ１６ 口座加入が完了したお知らせ（通知）はくるのか。 


 


Ａ１６ 企業等に口座加入完了のお知らせの連絡はいきません。スカラＫＩで確認いただ


き、振替不能と表示されていた場合は、当該月は口座振替ができていないため、払


込取扱票の送付を依頼し、送金期日までに送金してください。 


         


Ｑ１７ 毎月の支援した額について、お知らせ（通知）はくるのか。 


 


Ａ１７ スカラＫＩの「口座振替総括表」より確認いただけます。 


※ご指定いただいた口座の通帳や入出金明細等には、「ＳＭＢＣ（キコウヘンカンシ


エン）」として、１債権ごとの振替金額（支援額＋手数料 135 円）が表示されます。 


 


Ｑ１８  手数料は企業等負担になるのか。その際インボイス対応領収書は発行されるのか。 


 


Ａ１８ 手数料は、企業等負担になります。 


具体的には、1件（債権）あたりの手数料 135円（うち消費税額 12円（適用税率 


10％）が、支援額と一緒に引き落とされます。 


また、インボイス対応としては、本機構ホームページに記載している上記内容を


ご担当者にお渡しいただくことで対応可能と考えております。 
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【払込取扱票による支援方法】 


 


Ｑ１９ 払込取扱票（振込通知書）の作成依頼可能期間を教えてほしい。 


Ａ１９ 原則、月初（４日ごろ）から月中旬（15日ごろ）までとなります。 


詳細なスケジュールにつきましては、本機構ホームページに掲載の「１．払込取扱


票（振込通知書）依頼期間」をご確認ください。 


 


Ｑ２０ スカラＫＩのログインＩＤ・パスワードを忘れてしまった。 


Ａ２０ 再度、ＩＤ・パスワードを発行いたしますので、その旨奨学事業総務課（03-6743-


6029）にご連絡ください。 


 


Ｑ２１ 機構から郵送された払込取扱票（振込通知書）は、ゆうちょ銀行のＡＴＭでも利


用できるか。 


Ａ２１ 払込取扱票に対応しているＡＴＭであれば、利用可能です。その際は、右側の「払


込受領証（コンビニエンスストア用）（納付者控）」を切り取った上でご使用くだ


さい。なお、現金送金の場合、10万円が限度額になります。 


 


Ｑ２２ 毎月、割賦額分の返還支援を考えているが、その場合は従業員の口座から引落し


がかからないようになるのか。 


 


Ａ２２ 本機構ホームページに掲載している「２．払込取扱票（振込通知書）送金スケジ


ュール」の送金期日までに企業等から送金があった場合は、従業員の口座より引


き落としはかかりません。 


なお、送金期日までに送金できなかった場合は、従業員の口座から引き落としさ


れます。送金期日後の27日までに企業等から送金があった場合、従業員の口座か


ら引き落とされた分は繰上返還として処理されます。 


 


Ｑ２３ 「繰上返還」と「先掛返還」の違いは何か。 


Ａ２３ 「繰上返還」とは、返還期日が到来していない割賦金を繰り上げて返還するもの


であり、「先掛返還」とは、返還期日が到来していない割賦金を前もって入金いた


だくものです。 


本機構の奨学金の返還は、従業員の口座より毎月引き落とす方法で行っています。
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「繰上返還」を行った場合、翌月以降の従業員の口座からの引き落としは継続され


ます（※1）が、最終返還期日が入金額に応じて前倒しとなります（返還期間が短


くなります）。「先掛返還」を行った場合、企業等からの入金額に応じて月々の従業


員の口座からの引き落としは一定期間行われませんが、最終返還期日の変動はあ


りません（返還期間は変わりません）。なお、繰上返還であっても、支援額に応じ


て翌月の従業員の口座より引き落とされる金額が調整される場合があります。 


 


（※1）毎月の代理返還を希望する場合、「繰上返還」であれ「先掛返還」であれ、本機


構が定めた期日までの入金が確認できた場合は、当月の従業員の口座からの引き


落としはかかりません（「繰上返還」又は「先掛返還」のいずれを選択しても違


いは生じません。）。当該送金期日については、本機構ホームページに掲載の「２．


払込取扱票（振込通知書）送金スケジュール」をご確認ください。  


 


毎月の支援（送金）を行う場合は、「繰上返還」又は「先掛返還」のいずれを選択し 


ても違いは生じません。 


なお、本制度においては、原則として「繰上返還」を想定しております。「先掛返


還」については、企業等からの入金額に応じた期間、従業員の口座からの引き落とし


が停止するため、本機構の債権管理上の観点から、長期間（7か月以上を目安）に渡


る先掛返還には対応できないことがあります。 


 


Ｑ２４ 割賦額の一部を支援（毎月 1 万円の割賦額について毎月 5 千円を企業等から送金


する等）することはできるか。 


Ａ２４ 現時点においては、債権管理上、割賦額未満での支援についてはお断りしておりま


す。 


企業等が割賦額未満の金額で支援を行った後、残高不足等により従業員の口座か


らの引き落としができない場合には、延滞の原因となるためです。 


なお、口座振替により支援（送金）を行う場合は、割賦金未満での支援も可能です


（前記Ｑ１２参照）。 


※現状、割賦額 1万円の対象者に毎月 5千円の支援を希望する場合は、 


「2か月に一度１万円を支援する」等、1回当たりの入金額が割賦額以上となる方法


による支援をお願いしております。 
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【その他】 


 


Ｑ２５ 実際に雇用している企業等ではなく、提携している企業等や親会社が返還支援す


ることは可能か。また、アルバイトの従業員に対して返還支援することは可能か。 


Ａ２５ 本制度においては、原則、返還支援する企業等が直接雇用している方を対象として


いますが、企業等によって雇用形態がさまざまなため、アルバイトの従業員など直接


雇用でない方を対象にするか否かは、企業等に委ねています。 


 


Ｑ２６ 個人事業主であっても、本制度を利用することは可能か。 


Ａ２６ 可能です。 


ただし、国税庁のホームページによれば、給与として課税しなくてよいのは『使用


人に学資に充てるための費用を支給する場合』が前提となっています。 


個人事業主は使用人ではないため、代理返還した場合、課税対象となるので損金 


算入できないと考えられます。 


詳細については国税庁にお問い合わせください。 


 


Ｑ２７ 従業員が返還期限猶予中でも、返還支援は可能か。 


Ａ２７ 原則、返還支援することができません。 


    返還期限猶予中の方の返還支援を希望する場合は、従業員からの「奨学金返還期限


猶予短縮願」の提出が必要です。手続きの詳細は本機構ホームページにてご確認くだ


さい。 


   （参考）返還期限猶予に係る願出用紙 | JASSO 
※不明な点については、奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


 


Ｑ２８ 従業員が減額返還中でも、返還支援は可能か。 


Ａ２８ 原則、返還支援することができません。 


    減額返還中の場合、企業等から返還支援された月でも、当月の従業員の口座から


振替がなされることがあります。 


そのため、従業員からの「奨学金減額返還短縮願」の提出が必要です。手続きの


詳細は本機構ホームページにてご確認ください。 


   （参考）減額返還に係る願出用紙 | JASSO 


※不明な点については、奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


 



https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan_konnan/yuyo/ippan/shoshiki/yoshi.html

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan_konnan/gengaku/tetsuzuki/shoshiki/yoshi.html
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Ｑ２９ 従業員が繰上返還の申請をしていても、返還支援は可能か。 


 


 Ａ２９ 可能です。 


     ただし、口座振替による返還支援はできません。 


         自身で繰上返還の申請をしている従業員の返還支援を希望する場合は、払込取扱


票を利用して支援してください。 


 


 


Ｑ３０ 企業等が返還残額を一括で支援することは可能か。 


 


Ａ３０  可能です。 


    ただし、返還残額を一括で支援していただく場合、以下の点に留意してください。 


    ・支援予定月の前月の振替日等に従業員の口座から引き落とされた額については、


企業等が予定している一括返還支援額に含まれている場合があります。 


その場合、過剰金が生じます。 


    ・過剰金については、いかなる事由であっても、原則、従業員に返金します。 


      ※返還残額を一括で支援いただく場合、本機構より予め支援額について連絡す


る場合があります。 


 


Ｑ３１ 従業員が休職・退職等した場合に支援を中断・再開することは可能か。 


 


Ａ３１ 従業員の休・退職等に伴い支援を中断（再開）することは可能です。その場合、


口座振替による支援の場合は、スカラＫＩの「口座振替登録・訂正」より支援期間等


を修正してください。 


払込取扱票による支援の場合は、払込取扱票の発行依頼を中断（再開）してください。 


    ※企業等からの送金（支援）がない場合、自動的に従業員の口座からの振替が再開


されますので、特段の届出や申請等は不要です。 


 


※不明な点は以下連絡先に照会してください。 


   (連絡先)  


独立行政法人日本学生支援機構  


奨学事業戦略部奨学事業総務課  


TEL：03-6743-6029 
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【制度概要】 


Ｑ１ 企業等の奨学金返還支援とはどのような制度で、どのようなメリットがあるのか。 


Ａ１ 本制度は、本機構の貸与奨学金（第一種奨学金・第二種奨学金）を受けていた従業員


に対し、企業等が返還残額の一部又は全額を支援する制度です。本制度の支援（入金）


方法は、企業等から直接本機構に送金していただきます。 


  【従業員にとってのメリット】 


・企業等に奨学金の返還を支援してもらうことで経済的負担が軽減されます。 


・支援を受けた額の所得税が非課税となり得ます。また、支援を受けた額は原則とし


て標準報酬月額の算定の基となる報酬に含めません。 


 


【企業等にとってのメリット】 


・若手人材へのアプローチや「人材の定着」で離職率が低減することで、人材の確保


が期待できます。 


・学資に充てる費用となるため、損金算入ができ、かつ「賃上げ促進税制」の対象と


なり得ます。 


 


Ｑ２ 支援対象者の所得税が非課税になり得るとあるが、非課税にならない場合はどのよ


うな場合か。 


Ａ２ 国税庁によれば、役員の学資に充てるため支給する費用等は非課税対象とならない


とされておりますが、本機構も全ての事例を把握しているわけではございませんので、


詳細は、国税庁のホームページ「学資に充てるための費用を支出したとき」をご覧いた


だくか、国税庁に直接ご確認ください。 


 


Ｑ３ 損金算入の計算方法等について、詳細を知りたい。 


Ａ３ 本機構も詳細を把握しているわけではございませんので、国税庁や税務署等に直接


ご確認ください。 


 


Ｑ４ 社会保険料以外の保険料の算定には含まれるのか。 


Ａ４ 本機構も詳細を把握しているわけではございませんので、国税庁や税務署、厚生労働


省等に直接ご確認ください。 
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Ｑ５ 給与計算等の経理処理はどのように行えばよいか。 


Ａ５ 経理処理の方法は各企業等にお任せしております。 


そのため、他の企業等がどのような処理を行っているか、本機構では把握しておりま


せん。 


 


Ｑ６ 企業等の行っている代理返還について、機構のホームページに掲載してほしいが、ど


うしたらよいか。 


Ａ６ 本機構ホームページに登載しております利用企業等専用ページにログインいただき、


「ホームページ掲載について」より掲載依頼することができます。 


   なお、当該ページはＩＤ及びパスワードがないとログインできません。ＩＤ及びパス


ワードについては、お電話またはＦＡＸにて本制度の利用申請を行っていただいた後、


２週間以内を目途に、郵送にてお知らせいたします。  


 


Ｑ７ 企業等から直接機構に支援する方法は。 


Ａ７ 企業等から本機構への送金は、「口座振替」又は「払込取扱票」のいずれかの方法と


なります。 


（口座振替による返還支援） 


  企業等の指定する口座より支援額を振替ます。 


① 本機構が指定するフォームより振替口座の登録を行い、預金口座振替依頼書を本


機構に提出する。 


   ② 本機構が提供する「企業等の返還支援（代理返還）システム（以下、スカラＫＩ（ｹ


ｰｱｲ）」より企業等情報及び支援対象者情報（※）を登録する。 


     ※ 返還支援対象者の氏名、奨学生番号、支援期間、支援額等を入力 


   ③ 振替日（毎月６日）に、登録された口座より支援額が引き落とされる。 


   ※1件（債権）あたりの手数料 135円（うち消費税額 12円（適用税率 10％）も引き落とされます。 


（企業等負担） 


※6日が土日祝であった場合には、翌営業日が振替日となります。 


 


（払込取扱票による返還支援） 


  スカラＫＩを利用して払込取扱票にて支援額を送金いただきます。 


   ① 企業等は、スカラＫＩより企業等情報、支援対象者情報（※）を登録し、払込取扱


票の送付を依頼する。 


     ※返還支援対象者の氏名、奨学生番号、支援額等を入力 
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   ② 本機構は、企業等からの依頼内容に基づき、支援額を記載した「払込取扱票」を送 


    付する。 


   ③ 企業等は、本機構から送付された「払込取扱票」で支援額を本機構に送金する。 


     ※ゆうちょ銀行で送金する場合は 1件（債権）あたりの手数料 30円、コンビニエンスストアの


場合は、所定の手数料がかかります。（企業等負担） 


 


Ｑ８ 返還支援を希望する場合、どこに連絡すればよいか。 


Ａ８ 奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


支援内容を確認させていただき、後日、以下の番号をお送りします。申込受付から書類


の発送まで最長で 2週間程度かかりますので、余裕をもってご連絡ください。 


① 利用企業等専用ページ（会員ページ）のＩＤ・パスワード（※１） 


② 企業等補助番号（補助コード）（※２） 


③ 認識番号（ＩＤ・パスワード）（※３） 


※１ 利用企業等専用ページにログインするための番号です。 


※２ 口座振替を希望する企業等が、振替口座を登録する際に、必要となる番号です。 


※３ 払込取扱票による送金を希望される企業等は、「企業等による奨学金返還支援システム（スカラＫＩ）」を利用 


いただきますが、ログインする際に必要となる番号です。 
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【口座振替による支援方法】 


Ｑ９ 口座振替による支援（送金）を希望する。手続はどうすればいいか。 


Ａ９ 口座振替による支援（送金）をする場合、「振替られる口座情報」、「企業等の情報」、


「支援対象者や支援額等の支援情報」の登録が必須です。 


本機構ホームページに登載している利用企業等専用ページにログインし、「口座振


替申込みについて」および「企業等情報・支援情報の登録について（スカラＫＩ）」


より手続してください。 


    なお、手続の方法等については、それぞれマニュアルを掲載していますので、登録


（手続）前に必ずご確認ください。 


   ※利用企業等専用ページはＩＤ及びパスワードがないとログインできません。ＩＤ及びパスワー


ドについては、お電話またはＦＡＸにて本制度の利用申請を行っていただいた後、２週間以内を


目途に、郵送にてお知らせいたします。 


 


Ｑ１０ 企業等補助番号とは何か。 


Ａ１０ 振替口座を登録する際に必要となる８桁の数字です。 


  口座振替申込みの際に、補助コードを入力しなければなりませんが、この企業等


補助番号を入力いただきます。（入力の際は、口座振替申込マニュアル 7 ページを確認し


てください。） 


 


Ｑ１１ 企業等情報・支援情報の登録の内容を誤って入力したが、どうしたらよいか。 


Ａ１１ スカラＫＩの「基金・企業情報確認・変更」もしくは「口座振替登録・訂正」よ


り訂正を行ってください。 


※不明な点は以下連絡先に照会してください。 


   (連絡先)  


独立行政法人日本学生支援機構  


奨学事業戦略部奨学事業総務課  


TEL：03-6743-6029 
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Ｑ１２ 支援する金額が従業員の毎月返還すべき金額（割賦金）に満たない場合、口座振


替による支援はできないのか。 


Ａ１２ 支援する金額が従業員の毎月返還すべき金額（割賦金）に満たない場合も、口座


振替による支援は可能です。 


   その場合、割賦金と支援額の差分は、当該月に従業員の口座より引き落とされます。 


 


Ｑ１３ 口座情報を登録すれば、口座加入は完了となるのか。 


 


Ａ１３ 口座情報を登録しても、「預金口座振替依頼書」の提出がなければ、口座加入完了


とはなりません。口座情報登録後、「預金口座振替依頼書」を印刷し、本機構に必ず


提出してください。 


    なお、提出いただいた預金口座振替依頼書は、本機構から収納代行会社を通じて


ご指定の金融機関へ送付し、当該金融機関の審査を経て口座登録完了となります。


審査の結果、預金口座振替依頼書に不備等があった場合は、本機構より依頼書を返


送いたします。 


 


Ｑ１４  「預金口座振替依頼書」を印刷したら、口座名義人欄が空白だった。どこまで自


署をする必要があるのか。 


 


Ａ１４ 原則、法人の場合は、社名、代表者、役名、氏名を省略せずに記入してください


(フリガナについても、記入してください)。 


なお、不備の内容（情報）は、金融機関ごとに異なるため、口座名義人欄にご記入


いただく情報等については、本機構に提出する前に必ずご指定の金融機関にご確認


ください。 


    また、お届け印及び捨印の押捺の要否についても、同様にご指定の金融機関にご確


認ください。 


※ご指定いただいた金融機関で口座情報を確認し、不備があった場合、預金口座振替依頼書は返


送させていただきます。その場合、希望する振替開始月の翌月以降から振替開始となる場合が


あります。 


なお、登録いただいた口座情報について、本制度を利用される以前より本機構が委託している 


収納代行会社（三井住友カード株式会社）の自動引き落としサービスを利用されている場合は、 


不備により預金口座振替依頼書が返送されていても、振替られる場合があります。 
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Ｑ１５ 預金口座振替依頼書を提出すれば、口座の登録は完了するのか。 


 


Ａ１５ 提出いただいた預金口座振替依頼書は、本機構から収納代行会社を通じてご指定


の金融機関へ送付し、当該金融機関の審査を経て口座登録完了となります。審査の


結果、預金口座振替依頼書に不備等があった場合は、本機構より依頼書を返送いた


します。 


    その場合は、不備内容をご確認いただき、再度「口座振替登録フォーム」より口


座情報を登録いただいたうえ、改めて預金口座振替依頼書を本機構宛にお送りいた


だきますようお願いいたします。 


 


 


Ｑ１６ 口座加入が完了したお知らせ（通知）はくるのか。 


 


Ａ１６ 企業等に口座加入完了のお知らせの連絡はいきません。スカラＫＩで確認いただ


き、振替不能と表示されていた場合は、当該月は口座振替ができていないため、払


込取扱票の送付を依頼し、送金期日までに送金してください。 


         


Ｑ１７ 毎月の支援した額について、お知らせ（通知）はくるのか。 


 


Ａ１７ スカラＫＩの「口座振替総括表」より確認いただけます。 


※ご指定いただいた口座の通帳や入出金明細等には、「ＳＭＢＣ（キコウヘンカンシ


エン）」として、１債権ごとの振替金額（支援額＋手数料 135 円）が表示されます。 


 


Ｑ１８  手数料は企業等負担になるのか。その際インボイス対応領収書は発行されるのか。 


 


Ａ１８ 手数料は、企業等負担になります。 


具体的には、1件（債権）あたりの手数料 135円（うち消費税額 12円（適用税率 


10％）が、支援額と一緒に引き落とされます。 


また、インボイス対応としては、本機構ホームページに記載している上記内容を


ご担当者にお渡しいただくことで対応可能と考えております。 
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【払込取扱票による支援方法】 


 


Ｑ１９ 払込取扱票（振込通知書）の作成依頼可能期間を教えてほしい。 


Ａ１９ 原則、月初（４日ごろ）から月中旬（15日ごろ）までとなります。 


詳細なスケジュールにつきましては、本機構ホームページに掲載の「１．払込取扱


票（振込通知書）依頼期間」をご確認ください。 


 


Ｑ２０ スカラＫＩのログインＩＤ・パスワードを忘れてしまった。 


Ａ２０ 再度、ＩＤ・パスワードを発行いたしますので、その旨奨学事業総務課（03-6743-


6029）にご連絡ください。 


 


Ｑ２１ 機構から郵送された払込取扱票（振込通知書）は、ゆうちょ銀行のＡＴＭでも利


用できるか。 


Ａ２１ 払込取扱票に対応しているＡＴＭであれば、利用可能です。その際は、右側の「払


込受領証（コンビニエンスストア用）（納付者控）」を切り取った上でご使用くだ


さい。なお、現金送金の場合、10万円が限度額になります。 


 


Ｑ２２ 毎月、割賦額分の返還支援を考えているが、その場合は従業員の口座から引落し


がかからないようになるのか。 


 


Ａ２２ 本機構ホームページに掲載している「２．払込取扱票（振込通知書）送金スケジ


ュール」の送金期日までに企業等から送金があった場合は、従業員の口座より引


き落としはかかりません。 


なお、送金期日までに送金できなかった場合は、従業員の口座から引き落としさ


れます。送金期日後の27日までに企業等から送金があった場合、従業員の口座か


ら引き落とされた分は繰上返還として処理されます。 


 


Ｑ２３ 「繰上返還」と「先掛返還」の違いは何か。 


Ａ２３ 「繰上返還」とは、返還期日が到来していない割賦金を繰り上げて返還するもの


であり、「先掛返還」とは、返還期日が到来していない割賦金を前もって入金いた


だくものです。 


本機構の奨学金の返還は、従業員の口座より毎月引き落とす方法で行っています。
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「繰上返還」を行った場合、翌月以降の従業員の口座からの引き落としは継続され


ます（※1）が、最終返還期日が入金額に応じて前倒しとなります（返還期間が短


くなります）。「先掛返還」を行った場合、企業等からの入金額に応じて月々の従業


員の口座からの引き落としは一定期間行われませんが、最終返還期日の変動はあ


りません（返還期間は変わりません）。なお、繰上返還であっても、支援額に応じ


て翌月の従業員の口座より引き落とされる金額が調整される場合があります。 


 


（※1）毎月の代理返還を希望する場合、「繰上返還」であれ「先掛返還」であれ、本機


構が定めた期日までの入金が確認できた場合は、当月の従業員の口座からの引き


落としはかかりません（「繰上返還」又は「先掛返還」のいずれを選択しても違


いは生じません。）。当該送金期日については、本機構ホームページに掲載の「２．


払込取扱票（振込通知書）送金スケジュール」をご確認ください。  


 


毎月の支援（送金）を行う場合は、「繰上返還」又は「先掛返還」のいずれを選択し 


ても違いは生じません。 


なお、本制度においては、原則として「繰上返還」を想定しております。「先掛返


還」については、企業等からの入金額に応じた期間、従業員の口座からの引き落とし


が停止するため、本機構の債権管理上の観点から、長期間（7か月以上を目安）に渡


る先掛返還には対応できないことがあります。 


 


Ｑ２４ 割賦額の一部を支援（毎月 1 万円の割賦額について毎月 5 千円を企業等から送金


する等）することはできるか。 


Ａ２４ 現時点においては、債権管理上、割賦額未満での支援についてはお断りしておりま


す。 


企業等が割賦額未満の金額で支援を行った後、残高不足等により従業員の口座か


らの引き落としができない場合には、延滞の原因となるためです。 


なお、口座振替により支援（送金）を行う場合は、割賦金未満での支援も可能です


（前記Ｑ１２参照）。 


※現状、割賦額 1万円の対象者に毎月 5千円の支援を希望する場合は、 


「2か月に一度１万円を支援する」等、1回当たりの入金額が割賦額以上となる方法


による支援をお願いしております。 
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【その他】 


 


Ｑ２５ 実際に雇用している企業等ではなく、提携している企業等や親会社が返還支援す


ることは可能か。また、アルバイトの従業員に対して返還支援することは可能か。 


Ａ２５ 本制度においては、原則、返還支援する企業等が直接雇用している方を対象として


いますが、企業等によって雇用形態がさまざまなため、アルバイトの従業員など直接


雇用でない方を対象にするか否かは、企業等に委ねています。 


 


Ｑ２６ 個人事業主であっても、本制度を利用することは可能か。 


Ａ２６ 可能です。 


ただし、国税庁のホームページによれば、給与として課税しなくてよいのは『使用


人に学資に充てるための費用を支給する場合』が前提となっています。 


個人事業主は使用人ではないため、代理返還した場合、課税対象となるので損金 


算入できないと考えられます。 


詳細については国税庁にお問い合わせください。 


 


Ｑ２７ 従業員が返還期限猶予中でも、返還支援は可能か。 


Ａ２７ 原則、返還支援することができません。 


    返還期限猶予中の方の返還支援を希望する場合は、従業員からの「奨学金返還期限


猶予短縮願」の提出が必要です。手続きの詳細は本機構ホームページにてご確認くだ


さい。 


   （参考）返還期限猶予に係る願出用紙 | JASSO 
※不明な点については、奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


 


Ｑ２８ 従業員が減額返還中でも、返還支援は可能か。 


Ａ２８ 原則、返還支援することができません。 


    減額返還中の場合、企業等から返還支援された月でも、当月の従業員の口座から


振替がなされることがあります。 


そのため、従業員からの「奨学金減額返還短縮願」の提出が必要です。手続きの


詳細は本機構ホームページにてご確認ください。 


   （参考）減額返還に係る願出用紙 | JASSO 


※不明な点については、奨学事業総務課（03-6743-6029）にご連絡ください。 


 



https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan_konnan/yuyo/ippan/shoshiki/yoshi.html

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan_konnan/gengaku/tetsuzuki/shoshiki/yoshi.html
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Ｑ２９ 従業員が繰上返還の申請をしていても、返還支援は可能か。 


 


 Ａ２９ 可能です。 


     ただし、口座振替による返還支援はできません。 


         自身で繰上返還の申請をしている従業員の返還支援を希望する場合は、払込取扱


票を利用して支援してください。 


 


 


Ｑ３０ 企業等が返還残額を一括で支援することは可能か。 


 


Ａ３０  可能です。 


    ただし、返還残額を一括で支援していただく場合、以下の点に留意してください。 


    ・支援予定月の前月の振替日等に従業員の口座から引き落とされた額については、


企業等が予定している一括返還支援額に含まれている場合があります。 


その場合、過剰金が生じます。 


    ・過剰金については、いかなる事由であっても、原則、従業員に返金します。 


      ※返還残額を一括で支援いただく場合、本機構より予め支援額について連絡す


る場合があります。 


 


Ｑ３１ 従業員が休職・退職等した場合に支援を中断・再開することは可能か。 


 


Ａ３１ 従業員の休・退職等に伴い支援を中断（再開）することは可能です。その場合、


口座振替による支援の場合は、スカラＫＩの「口座振替登録・訂正」より支援期間等


を修正してください。 


払込取扱票による支援の場合は、払込取扱票の発行依頼を中断（再開）してください。 


    ※企業等からの送金（支援）がない場合、自動的に従業員の口座からの振替が再開


されますので、特段の届出や申請等は不要です。 


 


※不明な点は以下連絡先に照会してください。 


   (連絡先)  


独立行政法人日本学生支援機構  


奨学事業戦略部奨学事業総務課  


TEL：03-6743-6029 
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